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 1.地価変動研究における新たな視点
 2.本研究の目的
 3.本研究の構成
 H地価変動の要因
 1.地価の概念規定
 2.利用価値の変動に影響を及ぼす要因
 3.資産価値の創出に影響を及ぼす要因
 4,地価変動の時系列に影響を及ぼす要因
 5。地価変動の方向性に影響を及ぼす要因
 6.地価変動に影響を及ぼす5っの要因と都市発達
 皿わが国における大都市圏の成長と都市システムの変化
 1.都市の段階的発達
 2.わが国における大都市圏の成長
 3.都市間の機能的結合関係の変化
 IV1970年代までの地価変動
 1.地価データの整備状況
 2.第一次石油ショックまでの地価変動
 3.第一次石油ショックによる地価の下落
 4.1970年代後半における地価上昇の加速
 V1980年代以降の地価変動
 1,地方の地価変動に見られる特徴
 2.大都市圏の地価変動の特徴
 U東京大都市圏における地価変動の波及
 1.分析の必要性
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 2.圏内の地価分布に対する計量的分析
 3.市街地の連たんと地価変動との関係
 覇地価変動の全国的波及過程
 1.東京特別区の地価上昇
 2.東京特別区における地価急騰の全国的波及
 3.地方都市の地価変動要因
四結論
 1.地価変動現象の動態的変化
 2.1980年代半ば以降における地価急変動の空間的メカニズム
 3.今後の課題
論文内容要旨
 1序章
 都市の地価変動は,土地市場における土地の需給関係に一義的に規定される経済的現象として説明され
 ることが多い。そして,その需給関係を支配する主要因して,都市への急激な人口集中や産業集積等が注
 目されてきた。
 しかしながら,近年の日本で見られた地価の急変動は,人口集中や産業集積を主な説明要因とする土地
 市場論の限界性を示すものとなった。都市の地価変動を説明するためには,土地市場論的な変動メカニズ
 ムの解明が必要であると認識されるようになってきたのである。地価の空聞的な変動メカニズムの解明に
 は,都市地理学において明らかにされてきている都市の空間構造論や都市システム論の成果を取り入れた
 動態的分析が有効であると考えられる。これにより,地価変動のダイナミズムを明らかにすることができ
 ると考える。
 本研究では,わが国の都市における地価変動を都市内の空聞的構造変容や都市システムとの関連から分
 析することにより,地価変動のダイナミズムを明らかにすることを目的とする。地価の空間的な変動メカ
 ニズムを組み込んだ地価変動のダイナミズムが明らかになれば,近年の日本で観察された地価急変動の特
 殊性を解明することも可能である。
 E地価変動の要因
 地価は,土地の利用価値に対する貨幣換算値に資産価値に対する貨幣換算値が付加されたものである。
 そのため,地価の変動は,「空間的要因」によって利用価値が変化した場合と「市場的要因」によって資
 産価値が変化した場合に分けられる。さらに,2っの価値決定過程は,「地域的要因」および「経済的要
 因」によって動態化され,それは都市発達を分析の時間軸に据えることで整理される。一方,「政策的要
 因」は,土地関係者の行動を人為的に制限し,地価変動に方向性を与える。5っの地価変動要因は単独で
 作用することはない。地価の変動メカニズムは地価変動要因のバランスによって形成されるといえる。
 皿わが国における大都市圏の成長と都市システムの変化
 人口の郊外化は,大都市圏域を空間的に拡大させた。しかしながら,第一次石油ショック以降,大都市
 圏内における宅地開発は低迷した。また,鉄道路線の敷設に代表されるインフラ整備も以前ほど活発に行
 われなくなった。その結果,中心都市から流出した人口がその近接市町村に滞留する現象が生じた。一方,
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 人口の郊外化に追従する形で進行した産業の郊外化は,周辺地域の過密化に伴って,小売業,サービス業
 を中心に顕在化した。とくに,東京大都市圏では,金融・保険業といった高次の都市機能が中心都市に残
 り,従来の単極構造を維持したまま,産業の郊外化が進行した。そのため,中心都市と周辺地域との関係
 はより密接になり,中心都市の衰退を伴わずに,大都市圏全体の機能が上昇した。東京大都市圏のこのよ
 うな成長は,東京特別区と他都市との関係を,東京大都市圏と他都市との関係に変化させた。
 また,広域中心都市を頂点として地方ブロック単位で形成されてきた地域的都市システムは,1980年代
 以降,その結合関係を強化し,全国的都市システムにおけるサブシステムとして機能するようになった。
 IV1970年代までの地価変動
 第一次石油ショック前の地価変動は,1960年代前半の工業地主体の地価上昇と,1970年代前半の住宅地
 主体の地価上昇に分けられる。工業地主体の地価上昇は,大都市部で著しく進行した。これは,大都市お
 よびその周辺に展開していた大規模工業地帯が整備,拡張されていく過程で,地価が上昇したためである。
 一方,住宅地主体の地価上昇は,工業地を主体としたものに比べて,大都市と地方との差が小さく,均一
 に進行した。この地価急騰は,高度経済成長期における急激な土地利用変化によるものである。
 第一次石油ショックによる一時的な下落を挟んで,その後も住宅地を主体とする地価上昇は持続した。
 しかし,この時期の住宅地地価の上昇は,石油ショックによって土地供給量が減少し都市内のインフラ整
 備も停滞しているなかで進行した。そのため,結果的に住宅地市場は縮小し,その規模は石油ショック前
 の3分の1程度にとどまった。
 V1980年代以降の地価変動
 この時期の地価変動を地方都市と三大都市圏に分けて見ると,地方都市においては,地価の急騰が早く
 訪れた都市ほど地価の変動幅が大きい。これは,商業地地価,住宅地地価の双方に対して指摘できる。し
 かしながら,商業地地価は高次の中心性を示す都市ほど変動幅が大きいのに対し,住宅地地価は大都市へ
 の近接性が高い都市ほど大きな変動幅を示した。さらに,商業地地価は急騰したものの,住宅地地価は微
 上昇にとどまり,下落が観察されなかった都市も存在するなど,商業地地価の変動パターンと住宅地地価
 のそれが大きく異なるのが特徴である。
 一方,三大都市圏では,中心都市の地価急騰が圏域全体の地価急騰の発端となったことが確認された。
 しかし,周辺都市の中には,地価変動幅が中心都市のそれよりも大きいものも存在し,急騰時期と変動幅
 との関係は地方都市に比して不明瞭であった。また,周辺都市における商業地地価と住宅地地価の変動パ
 ターンには類似性が観察された。
 W東京大都市圏における地価変動の波及
 大都市圏域における地価急騰のメカニズムを明らかにするために,東京大都市圏の事例研究を行った。
 その結果,①複合用途地域性を採用するわが国の土地利用規制によって,東京大都市圏では,商業地地価
 と住宅地地価との連動を生じていたこと,②同一用途の土地利用が連続していることによって生じる地価
 変動(隣接効果による地価変動)が大都市圏レベルで発生していることが明らかなった。
 特徴的な土地利用規制や隣接効果による地価変動は,1960年代や1970年代においても指摘されている。
 しかしながら,人口および産業の郊外化による周辺地域の過密化と不動産情報の整備によって,1980年代
 においては,それが大都市圏レベルで生じるようになった。
 ただし,隣接効果による大都市圏レベルでの地価上昇は,住宅地地価に対してのみ指摘できる現象であ
 る。広範囲にわたって同様な土地利用が連続するのは住宅地だけであり,面的にひろがった住宅地地価の
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 上昇が,周辺地域に点在する商業地の地価上昇を間接的に結びつけたと解釈される。
 顎地価変動の全国的波及過程
 各商業地の地価上昇を直接的に結びつけたのは,地価変動の階層効果である。階層効果による地価上昇
 は,自都市の局地的な地価上昇によって含み資産を増加させた投資家が,地価上昇が起きていない他都市
 の土地を購入しようと市場に参入し,それを大きく変動させた場合に生じる。このような地価上昇は,土
 地担保を基本とするわが国の融資制度に起因する。また,隣接効果による地価上昇とは異なり,距離的な
 制約を受けないため,地価上昇は大都市圏を越えて全国に波及した。
 階層効果による地価上昇は都市の中心性に対応して発生した。中心性が高い都市ほど投下資本の回収効
 率が高いからである。しかし,市場の優位性を長く持続するためには,地価水準ができるだけ低い都市の
 土地市場に参入することが望ましい。そのため,同一階層の都市グループ内では,中心性が相対的に低い
 都市ほど大規模な地価上昇が発生した。
翌
皿結論
 本研究では,わが国における地価変動のダイナミズムを明らかにし,近年における特徴的な地価急変動
 を説明するために,都市地理学的観点から,わが国の地価変動現象を分析した。その結果,以下の知見を
 得た。
 わが国における地価変動は,工業地→住宅地→商業地の順にその主体を変化させた。各時期の地価変動
 は,いずれも例外的な現象ではなく,都市の成長を時間軸とする時系列のなかで位置づけることができる。
 1980年代初頭に東京特別区で局地的に発生した商業地地価の上昇は,他用途間での地価の連動効果と隣
 接効果によって大都市圏レベルの地価上昇にまで発展し,階層効果によって全国へ伝播された。連動効果,
 隣接効果,階層効果による地価変動は,ig80年代以前から確認されてきた。しかし,1980年代後半の急激
 かっ大規模な地価上昇時には,それぞれの地価変動が重複して発生した。また,それらは空間的な構造や
 機能的な結合関係が複雑である都市ほど相乗的に作用し,都市間の地価変動格差を拡大させた。
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 論文審査の結果の襲爵
{
 日本の都市及び都市近郊地域の地価変動は,土地市場論的視点のみから分析されることが多かった。し
 かしながら近年の都市及び都市周辺地域における地価変動は,この様な分析のみからでは説明できず,土
 地の空間性に起因する地価の空間的変動のメカニズムの解明も必要であるとの指摘がなされてきた。本論
 文は,この様な認識のもとに,1960年代以降の日本の都市地域の地価を取り上げ,その地価変動を都市の
 成長過程や都市機能の変化と関連づけて空間的かっ動態的に分析したものである。都市成長過程や都市機
 能の変化に関しては,すでに多くの成果が蓄積されている都市空間構造論や都市システム論の成果を利用
 した。
 分析の結果,わが国の地価変動は1960年代前半は工業地地価が主体となり,1970年代前半には住宅地地
 価が,そして1980年代以降には商業地地価が主体となって地価の急騰が起きたことが明かとなった。工業
 地地価の上昇は大都市部で著しかったのに対し,住宅地地価の上昇は大都市と地方とで差が少なく比較的
 均一に進行するという特徴がみられた。これに対し,1980年代以降明らかになってきた商業地地価主体の
 地価変動では,東京特別区を頂点とする,高次の中心性を示す都市ほどその変動幅は大きかった。そして
 東京特別区において最初に発生した商業地価の変動は,他用途間でみられる地価連動効果と,同一用途間
 でみられる隣接効果によって先ず連担した東京大都市圏内部で,次に東京の周辺都市での地価上昇を引き
 起こした。このうち地価連動効果の発現は日本の土地政策と強い関連があることを示した。この地価上昇
 はさらに,階層効果によってより低次の中心都市へと伝播されていった。この時,都市システム上で同一
 階層に位置づけられる都市の中では,中心性の低い都市ほど大きな上昇幅を見せるという特徴的な動きを
 示すことを明らかにし,その原因を解明した。
 以上の論文は,都市の空聞構造や機能変化,さらには都市システムみられる都市の階層性が,都市部の
 地価変動(波及)や都市間の地価変動(伝播)に影響を与えていることを明らかにしたもので,地価変動
 をより動態的に捉える新しい方法を提示したものである。この成果は,本人が自立して研究活動を行うの
 に必要な高度の研究能力と学識を有することを示している。よって,山田浩久提出の論文は博士(理学)
 の学位論文として合格と認める。
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